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島根県商工労働部雇用政策課  

１．調査の概要 
この調査は、厚生労働省が労働組合及び労働組合員の産業、加盟上部組合別の分布等、労働組合組
織の実態を明らかにすることを目的に、国内すべての労働組合を対象として昭和２２年以降、毎年６
月３０日現在で実施しているものです。島根県においても厚生労働省の委託を受け、県内の労働組合
を対象に調査を実施しました。 

２．調査結果の概要 
（１）労働組合数及び労働組合員数の推移、推定組織率について 

県内の労働組合数は３９７組合で、前年に比べ６組合減少しました。また、組合員数は４４，
１７３人で、前年に比べ３０３人の増となりました。推定組織率（雇用者数に占める労働組合員
数の割合）は、１５．３９％で、前年より０．２７ポイント下降しました。 【表１】 

（２）産業別労働組合数及び労働組合員数について 
産業別の労働組合数は、製造業（７０組合、１７．６％）が最も多く、次いで公務（５２組合、
１３．１％）、医療・福祉（４６組合、１１．６％）の順となっています。また組合員数では、公
務（８，６６１人、１９．６％）が最も多く、次いで製造業（８，１６８人、１８．５％）、医療・
福祉（５，５３５人、１２．５％）の順となっています。 【表２】 

（３）適用法規別労働組合数及び労働組合員数について 
適用法規別にみると、労働組合法の適用労働組合が３０５組合（７６．８％）、２９，８１９人
（６７．５％）と最も多く、次いで地方公務員法の４０組合（１０．１％）、１１，３９８人（２
５．８％）となっています。 【表３】 

（４）加盟主要団体別労働組合数及び労働組合員数について 
上部団体への加盟状況をみると、連合系が２９９組合（７５．３％）、３１，９１４人（７２．
２％）と最も多く、次いで全労連系の３８組合（９．６％）、３，９９２人（９．０％）の順にな
っています。 【表４】 


